
- 225 - 

３．旅客船ターミナル 

①乗船ゲート 

考え方 
高齢者、障害者等の移動等円滑化に配慮し、1 以上は車椅子使用者の移動に配慮した拡

幅ゲートを設ける。 
 

移動等円滑化基準 
（乗降用設備） 

第２４条 旅客船ターミナルにおいて船舶に乗降するためのタラップその他の設備（以下この節におい

て「乗降用設備」という。）を設置する場合は、当該乗降用設備は、次に掲げる基準に適合するもの

でなければならない。 
 二 幅は、九十センチメートル以上であること。 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 
乗船ゲートの幅 ◎車椅子使用者の動作の余裕を見込み、有効幅 90cm 以上とする。  

 
 
②桟橋・岸壁と連絡橋 

考え方 

高齢者、障害者等すべての人が安全かつ円滑に移動できるよう、連続性のある移動動線

の確保に努めることが必要である。この経路のバリアフリー化にあたっては、潮の干満が

あること、屋外であること等の理由から特別の配慮が必要であることから、ここに記述す

ることとする。 
経路の設定にあたっては、なるべく短距離でシンプルなものとし、また風雨雪、日射な

どの影響にも、配慮することとする。岸壁と浮き桟橋を結ぶ連絡橋については、潮の干満

によって勾配が変動することを考慮したうえで、すべての人が安全かつ円滑に移動出来る

構造とすることが必要である。 
 

移動等円滑化基準 
（移動等円滑化された経路）  

第４条  
５ 移動等円滑化された経路を構成する通路は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

三 次号に掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。  
四 構造上の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設すること。 

（視覚障害者誘導用ブロック等）  
第９条 通路その他これに類するもの（以下「通路等」という。）であって公共用通路と車両等の乗降

口との間の経路を構成するものには、視覚障害者誘導用ブロックを敷設し、又は音声その他の方法に

より視覚障害者を誘導する設備を設けなければならない。ただし、視覚障害者の誘導を行う者が常駐

する二以上の設備がある場合であって、当該二以上の設備間の誘導が適切に実施されるときは、当該

二以上の設備間の経路を構成する通路等については、この限りでない。  
（乗降用設備） 

第２４条 旅客船ターミナルにおいて船舶に乗降するためのタラップその他の設備（以下この節におい

て「乗降用設備」という。）を設置する場合は、当該乗降用設備は、次に掲げる基準に適合するもの

でなければならない。 
一 車椅子使用者が持ち上げられることなく乗降できる構造のものであること。ただし、構造上の理

由によりやむを得ない場合には、この限りでない。 
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三 手すりが設けられていること。 
四 床の表面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 
（視覚障害者誘導用ブロックの設置の例外） 

第２５条 旅客船ターミナルにおいては、乗降用設備その他波浪による影響により旅客が転倒するおそ

れがある場所については、第九条の規定にかかわらず、視覚障害者誘導用ブロックを敷設しないこと

ができる。 
（転落防止設備） 

第２６条 視覚障害者が水面に転落するおそれのある場所には、柵、点状ブロックその他の視覚障害者

の水面への転落を防止するための設備を設けなければならない。 
ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 
床の表面 ◎桟橋、岸壁や連絡橋の床は滑りにくい仕上げとする。 参考 3-3-1 

段差 

◎車椅子使用者が持ち上げられることなく乗降できる構造のもの

であること。 
◎段を設けない。 
◎連絡橋と浮桟橋の間の摺動部（桟橋・岸壁と連絡橋の取り合い

部等をいう。）に構造上やむを得ず段が生じる場合には、フラッ

プ（補助板）等を設置する。 

 

摺動部 

○摺動部は安全に配慮した構造とする。 
○フラップの端部とそれ以外の部分との色の明度、色相

又は彩度の差（輝度コントラスト＊）が大きいこと等に

より摺動部を容易に識別できるものとする。 
◇フラップの端部の厚みを可能な限り平坦に近づけるこ

ととし、面取りをするなど、車椅子使用者が容易に通

過できる構造とすることが望ましい。 

 

手すり 

◎連絡橋等の乗降用設備には、手すりを設置する。 
○上記手すりを両側に設置する。 
○高齢者や杖使用者等の肢体不自由者、低身長者をはじめとした

多様な利用者の円滑な利用に配慮した手すり（例えば２段手す

り等）とする。 
◇始終端部においては、桟橋・岸壁と連絡橋間の移動に際し、つ

かまりやすい形状に配慮することが望ましい。 

 
 
 

勾配 ◇連絡橋の勾配は、1/12 以下とすることが望ましい。  
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視覚障害者誘導用 
ブロック 

◎通路その他これに類するもの（以下「通路等」という。）であっ

て公共用通路と車両等の乗降口との間の経路を構成するものに

は、視覚障害者誘導用ブロックを敷設する。ただし、視覚障害

者の誘導を行う者が常駐する二以上の設備がある場合であっ

て、当該二以上の設備間の誘導が適切に実施されるときは、当

該二以上の設備間の経路を構成する通路等については、この限

りでない。 
○ターミナルビルを出て、タラップその他のすべての乗降用施設

に至る経路に、敷設する。ただし、連絡橋、浮桟橋等において

波浪による影響により旅客が転落するおそれのある場所及び着

岸する船舶により経路が一定しない部分については、敷設しな

い。 
○岸壁・桟橋（浮桟橋を除く）の連絡橋への入口部分には点状ブ

ロックを敷設する。 

 

転落防止設備 
◎視覚障害者が水面等へ転落する恐れがある箇所には、柵、点状

ブロックその他の視覚障害者の水面への転落を防止するための

設備を設ける。 

 

ひさし 
◇経路上には、風雨雪及び日射を防ぐための屋根またはひさしを

設置することが望ましい。 
 

揺れ 
◇浮桟橋は、すべての人が安全に移動できるように、波浪に対し

揺れにくい構造に配慮することが望ましい。 
 

明るさ 
○高齢者やロービジョン者の移動等円滑化に配慮し、充分な明る

さを確保するよう、採光や照明に配慮する。 
 

＊：基準では「色の明度、色相又は彩度の差」であるが、コントラスト（誘導用ブロック等の視認性を
得るための周囲との見えやすさの対比）確保のためのより有効な指標として「輝度コントラスト」
の記述を行うこととした。 
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③タラップその他の乗降用設備 

（１）タラップ 

考え方 

高齢者、障害者等すべての人が安全かつ円滑に移動できるよう、連続性のある移動動線

の確保に努めることが必要である。タラップに設けられる手すり及び階段は、旅客施設共

通の規定のほかに、特別な配慮が必要であることから、ここに記述することとする。 
桟橋・岸壁とタラップ、タラップと船舶の接続部に生じる段差については、フラップ（補

助板）等を設けることで、その解消を図る。 
また、タラップに階段が設けられている場合は、別途、スロープや昇降装置を併設する

ことを原則とする。タラップは船舶等の揺れの影響を受けるため、ある程度の揺れが常時

発生することから、手すりや転落防止柵を設置する。 
 

移動等円滑化基準 
（移動等円滑化された経路）  

第４条  
５ 移動等円滑化された経路を構成する通路は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 
三 次号に掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。  
四 構造上の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設すること。 
（視覚障害者誘導用ブロック等）  

第９条 通路その他これに類するもの（以下「通路等」という。）であって公共用通路と車両等の乗降

口との間の経路を構成するものには、視覚障害者誘導用ブロックを敷設し、又は音声その他の方法に

より視覚障害者を誘導する設備を設けなければならない。ただし、視覚障害者の誘導を行う者が常駐

する二以上の設備がある場合であって、当該二以上の設備間の誘導が適切に実施されるときは、当該

二以上の設備間の経路を構成する通路等については、この限りでない。  
（乗降用設備） 

第２４条 旅客船ターミナルにおいて船舶に乗降するためのタラップその他の設備（以下この節におい

て「乗降用設備」という。）を設置する場合は、当該乗降用設備は、次に掲げる基準に適合するもの

でなければならない。 
一 車椅子使用者が持ち上げられることなく乗降できる構造のものであること。ただし、構造上の理

由によりやむを得ない場合には、この限りでない。 
二 幅は、九十センチメートル以上であること。 
三 手すりが設けられていること。 
四 床の表面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 
（視覚障害者誘導用ブロックの設置の例外） 

第２５条 旅客船ターミナルにおいては、乗降用設備その他波浪による影響により旅客が転倒するおそ

れがある場所については、第九条の規定にかかわらず、視覚障害者誘導用ブロックを敷設しないこと

ができる。 
（転落防止設備） 

第２６条 視覚障害者が水面に転落するおそれのある場所には、柵、点状ブロックその他の視覚障害者

の水面への転落を防止するための設備を設けなければならない。 
ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 
表面 ◎滑りにくい仕上げとする。  
幅 ◎有効幅 90cm 以上とする。  
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幅 
◇高齢者等が安全に移動できるよう、両側の手すりにつかまるこ

とが出来る程度の有効幅とすることが望ましい。 
 

段 

◎車椅子使用者が持ち上げられることなく乗降できる構造のもの

であること。 
◎段を設けない。 
◎桟橋・岸壁とタラップ、タラップと舷門（船舶）の間の摺動部

に、構造上やむを得ず段が生じる場合には、フラップ（補助板）

等を設置する。 

 

摺動部 

○安全に配慮した構造とする。 
○フラップの端部とそれ以外の部分との色の明度、色相

又は彩度の差（輝度コントラスト＊）を大きくすること

等により摺動部を容易に識別できるものとする。 
◇フラップの端部の厚みを可能な限り平坦に近づけるこ

ととし、面取りをするなど、車椅子使用者が容易に通

過できる構造とすることが望ましい。 
○タラップ本体に階段を有する場合、別途スロープ又は

昇降装置を設置する。 

 

階段 
○タラップの高さが変化する構造のものを除き、蹴込み板を設け

る。 
 

手すり 

◎タラップには、手すりを設置する。 
○上記手すりを両側に設置する。 
○高齢者や杖使用者等の肢体不自由者、低身長者をはじめとした

多様な利用者の円滑な利用に配慮した手すり（例えば２段手す

り等）とする。 
◇始終端部においてはタラップへ乗り移る場合に際し、つかまり

やすい形状に配慮することが望ましい。 

 

勾配 ◇1/12 以下とすることが望ましい。  

視覚障害者誘導用 

ブロック 

◎通路その他これに類するもの（以下「通路等」という。）であっ

て公共用通路と車両等の乗降口との間の経路を構成するものに

は、視覚障害者誘導用ブロックを敷設する。ただし、視覚障害

者の誘導を行う者が常駐する二以上の設備がある場合であっ

て、当該二以上の設備間の誘導が適切に実施されるときは、当

該二以上の設備間の経路を構成する通路等については、この限

りでない。 

 

転落防止設備 

◎視覚障害者が水面等へ転落する恐れがある箇所には、柵、点状

ブロックその他の視覚障害者の水面への転落を防止するための

設備を設ける。 

 

ひさし 
◇風雨雪及び日射を防ぐことができる構造の屋根またはひさしを

設置することが、望ましい。 
 

＊：移動等円滑化基準では「色の明度、色相又は彩度の差」であるが、コントラスト（誘導用ブロック
等の視認性を得るための周囲との見えやすさの対比）確保のためのより有効な指標として「輝度コント
ラスト」の記述を行うこととした。 
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参考 3-3-1：タラップの例 
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（２）ボーディングブリッジ 

考え方 

高齢者、障害者等すべての人が安全かつ円滑に移動できるよう、連続性のある動線の確

保に努めることが必要である。ボーディングブリッジのバリアフリー化にあたっては、特

別の配慮が必要であることから、ここに記述することとする。 
旅客船ターミナルとボーディングブリッジ、ボーディングブリッジと乗降口の接続部、

及びボーディングブリッジ内の伸縮部に生じる段については、フラップ（補助板）等を設

置することで、その解消を図る。 
 

移動等円滑化基準 
（移動等円滑化された経路）  

第４条  
５ 移動等円滑化された経路を構成する通路は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 
三 次号に掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。  
四 構造上の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設すること。 
（視覚障害者誘導用ブロック等）  

第９条 通路その他これに類するもの（以下「通路等」という。）であって公共用通路と車両等の乗降

口との間の経路を構成するものには、視覚障害者誘導用ブロックを敷設し、又は音声その他の方法に

より視覚障害者を誘導する設備を設けなければならない。ただし、視覚障害者の誘導を行う者が常駐

する二以上の設備がある場合であって、当該二以上の設備間の誘導が適切に実施されるときは、当該

二以上の設備間の経路を構成する通路等については、この限りでない。 
（乗降用設備） 

第２４条 旅客船ターミナルにおいて船舶に乗降するためのタラップその他の設備（以下この節におい

て「乗降用設備」という。）を設置する場合は、当該乗降用設備は、次に掲げる基準に適合するもの

でなければならない。 
一 車椅子使用者が持ち上げられることなく乗降できる構造のものであること。ただし、構造上の理

由によりやむを得ない場合には、この限りでない。 
二 幅は、九十センチメートル以上であること。 
三 手すりが設けられていること。 
四 床の表面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

ガイドライン 

◎：移動等円滑化基準に基づく整備内容（義務）、○：標準的な整備内容、◇：望ましい整備内容 
床の表面 ◎ボーディングブリッジの床は滑りにくい仕上げとする。  

幅 

乗降口 ◎有効幅 90cm 以上とする。  

通路 

◎有効幅 90cm 以上とする。 
◇車椅子使用者を含めた旅客の円滑な流動を確保するた

め、人と車椅子使用者がすれ違うことができる有効幅

又は場所を確保することが望ましい。 

 

段 

◎車椅子使用者が持ち上げられることなく乗降できる構造のもの

であること。 
◎段を設けない。 
◎桟橋・岸壁とボーディングブリッジ、ボーディングブリッジと

舷門（船舶）の間の摺動部に構造上やむを得ず段が生じる場合

には、フラップ（補助板）等を設置する。 
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段 摺動部 

○安全に配慮した構造とする。 
○フラップの端部とそれ以外の部分との色の明度、色相

又は彩度の差（輝度コントラスト＊）を大きくすること

等により摺動部を容易に識別できるものとする。 
◇フラップの端部の厚みを可能な限り平坦に近づけるこ

ととし、面取りをするなど、車椅子使用者が容易に通

過できる構造とすることが望ましい。 
○伸縮部を除き、両側に手すりを設置する。 

 

手すり 

◎ボーディングブリッジには、手すりを設置する。 
○上記手すりを両側に設置する。 
○高齢者や杖使用者等の肢体不自由者、低身長者をはじめとした

多様な利用者の円滑な利用に配慮した手すり（例えば２段手す

り等）を設置する。 
◇始終端部においては、ボーディングブリッジへの移動に際し、

つかまりやすい形状に配慮することが望ましい。 

 

勾配 ◇1/12 以下とすることが望ましい。  

視覚障害者誘導用 

ブロック 

◎通路その他これに類するもの（以下「通路等」という。）であっ

て公共用通路と車両等の乗降口との間の経路を構成するものに

は、視覚障害者誘導用ブロックを敷設する。ただし、視覚障害

者の誘導を行う者が常駐する二以上の設備がある場合であっ

て、当該二以上の設備間の誘導が適切に実施されるときは、当

該二以上の設備間の経路を構成する通路等については、この限

りでない。 
○傾斜部の始終端部から 30cm 程度離れた箇所に、点状ブロックを

敷設する。 

 

転落防止設備 

◎視覚障害者が水面等へ転落する恐れがある箇所には、柵、点状

ブロックその他の視覚障害者の水面への転落を防止するための

設備を設ける。 

 

戸 ○係員による開放を行わない場合は、自動式の引き戸とする。  
＊：基準では「色の明度、色相又は彩度の差」とあるが、コントラスト（誘導用ブロック等の視認性を

得るための周囲との見えやすさの対比）確保のためのより有効な指標として「輝度コントラスト」
の記述を行うこととした。 

 


